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平成22年度長期社会体験研修報告書
研修先企業：東日本電信電話株式会社群馬支店

長期社会体験研修員 諸星 尚紀

Ⅰ 東日本電信電話株式会社群馬支店における研修について

１ 研修内容

(1) 研修先の概要

東日本電信電話株式会社（以下、ＮＴＴ東日本）は、1999年７月１日のＮＴＴ再編成により設立さ

れ 売上高１兆9,286億円 2010年３月期 を誇る東日本のネットワークを支える事業者であり 県内、 （ ） 、

の電話や総合デジタル通信などの各種電気通信サービスを行っている。東日本各県に合計17支店が設

置されており、主な事業内容としては、①暮らしの未来をつくるコンシューマビジネス、②ビジネス

の未来をつくる法人ビジネス、③社会の未来をつくり、支えるネットワークビジネスの３点がある。

研修先であるＮＴＴ東日本群馬支店法人営業部は企業や公共団体が顧客であり、システムの構築か

ら運用・保守に関わる業務や営業業務を主体に活動を展開する事業部である すべての力を お客様。“ 「

満足」のために、そして「光」により地域社会に貢献”のスローガンのもと、日々の業務が行われて

いる。

(2) 主な研修内容

① 企画総務部人事育成担当での研修（４月）

ア 講義（会社概要、ビジネスマナーなど）

イ とう道の施設見学（図１ 、新規事業推進室の施設見学（図２）など）

図１ とう道 図２ 新規事業推進室

② 法人営業部業務推進第１担当での研修（４月～７月）

ア 郵便の受付、来客応対、電話対応等の総括業務

イ 所内PCのセットアップ・リプレイス・メンテナンス

ウ Webページ作成と更新

エ IP管理データベース、ISO9001（QMS）管理システムの構築、備品管理簿の作成

オ 所内PCのセキュリティチェック用プログラム構築

カ 工事に関わる各営業所（長野原・中之条・沼田）の整備

③ 法人営業部e-Japan推進室第５担当での研修（８月～９月）

ア ルータ・ハブ等ネットワーク機器のセットアップ

イ IP電話の通話ログの抽出と分析

ウ 災害時優先電話案内書類の作成と発送

④ 法人営業部業務推進第２担当での研修（10月～２月）

ア 通信機器設置工事に関わる事前の現地調査

イ お客様への提案資料作成

ウ お客様への提案社内打ち合わせ
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エ お客様への提案同行

オ ネットワーク構築のための通信機器設定

カ 法人営業部長外部講演会資料作成及びアシスタント

キ 東日本合同TVミーティング参加及び報告書の作成

⑤ その他の研修

ア Interop2010（幕張メッセを会場にした最新技術や製品の展示会）の見学（図３）

イ シニアネット群馬「いきいき広場パソコン教室」でのインストラクター

ウ 社外講師による講演会

エ 都市対抗野球の応援

オ ネットワークオペレーションセンタの見学（図４）

カ 武蔵野研究開発センタの見学（図５、図６）

図３ Interop2010（幕張メッセ） 図４ ネットワークオペレーションセンター

図５ 武蔵野研究開発センター① 図６ 武蔵野研究開発センター②

２ 企業研修から学んだこと

(1) ビジネスマナーについて

ビジネスにおいて重要なことは、常に「お客様」という意識をもって活動することである。ＮＴＴ

東日本群馬支店のスローガンにもあるとおり すべてはお客様満足のために が原則である お客様、「 」 。

との信頼を築く上で重要視していることは、お客様に接する社員一人一人のあいさつ、身だしなみ、

言葉遣いなどである。お客様にいかに好感をもっていただき信頼していただくかかが、サービスを買

っていただく会社として大変重要である。

学校では服装やマナー等について指導しているが、今回の研修を通じて自らが企業の中に入り、ビ

ジネスにおけるマナーの重要性を実体験することを通して、なぜそうした指導の必要性があるのか、

、 。その目的は何かなど 生徒に対してより説得力をもって指導することができるのではないかと考える
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(2) 情報セキュリティについて

ＮＴＴ東日本は情報通信事業者として、非常に堅牢なセキュリティ体制を備えており、特にお客様

情報の管理についてはその扱い方等を含めて、限られた社員しか触れられないようになっている。ま

た、営業所内は机上の整理・整とんが徹底されており、退社時にはコンピュータ（以下ＰＣ）や書類

等すべてのものを鍵のかかる書庫へと収納する。ＰＣの管理も厳重な管理がなされており、機器の持

ち出し禁止、私物の記憶媒体の使用禁止、パスワード付きスクリーンセーバーの設定等情報漏洩に対

して万全の対策を行っている。さらに、そうした対策が実行されていることを確認するために、定期

的な企業内監査及び年１度の外部監査が行われている。情報漏洩は個人の問題ではなく、企業として

の存続に関わる重大な事件であるとの認識を全社員がもっており、情報セキュリティについて会社全

体をあげた取り組みを行っている。

しかし、学校ではＰＣのディスプレイが容易に見られるような状態で離席していたり、私物の記憶

媒体を容易に使用できたりと、企業と学校との情報管理体制やセキュリティに対する意識には大きな

違いがある。学校における情報管理の在り方について見直すよい機会となった。

(3) 情報に関連した知識の大切さ

研修を通して見えてきた、企業の業務において求められる情報関連知識・能力の一例を挙げると以

下のとおりとなる。

① 情報・通信に関わる知識

② 情報機器操作能力

③ プログラミング能力

④ 情報処理能力

⑤ 文書作成能力

⑥ 情報伝達能力

以上のように、ハード面・ソフト面を問わず幅広く利活用する能力が求められることに気付いた。

情報に関わる基礎的な知識を有し、処理ができ伝達できる能力は業務を遂行する上で前提条件として

位置付けられている。また、変化の激しい情報社会において、常に最先端の情報を仕入れ、自分の知

識・技術を更新し続ける姿勢が大切であることにも気付かされた。

学校では、上記①から④の指導に重点をおいて授業を行ってきた。しかし、企業での研修から情報

、 。 、を処理するための知識・技術と同様 情報を伝達する能力が大切であると感じた これからの指導は

今まで以上に情報の受け手に分かりやすい文書を作成することや、プレゼンテーションができるよう

な能力を身に付けさせる必要性があると考える。

(4) 「働くこと」とは

様々な業務に携わることにより、商品を販売する者、工事に携わる者、業務を円滑に進めるために

部署間の連絡や調整をする者など、それぞれが与えられた部署・業務で最善を尽くすことの大切さに

改めて気付かされた。与えられた仕事に対して、組織の一員としての自覚のもと、真摯に対応し業務

を遂行している。一人一人の業務が会社の収益の向上やお客様からの信頼獲得、地域社会に対する社

会貢献などに結び付いているという意識が定着している。経営理念のもと、社員全員が一丸となって

「お客様満足のために」組織を動かしている。

具体的には 働くこと で重要なのは やりたいこと・できることだけをするのではなく 目の前、「 」 、 、

にある自らの業務において 組織から求められた結果を出すための粘り強さであることを学んだ で、 。「

きない」ではなく 「やってみます 「やらせてください」の姿勢が企業で評価してもらうためには必、 」

要である。

ホームルームや部活動の指導において、生徒自らが率先して組織のためにできることを探して動く

ことの大切さを伝えてきた。今回の研修を通して、その伝えてきたことが企業において認めてもらう

ためにも必要であることを再認識した。

(5) 数字を追う

企業は常に成長し続けることが前提となっている。これは企業としての本質であり、利益を上げる
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ことが必然的に求められる。そのため、企業においては、売り上げ、収益、費用、時間等の数字で表

現される事柄に対して非常に厳格である。売り上げを伸ばすための業務管理、収益を上げるための綿

密な事業計画の作成、費用がかさまないように備品の管理の徹底など、費用対効果を常に意識した活

動が行われている。だからこそ、そこに明確な責任が生まれる。企業が事業を継続していく前提とし

て活動するためには、利益を上げることがその存続の前提となる。利益を得るために組織が一丸とな

って、目標の数字達成に向けて営業活動を展開する。これから社会に出て行く生徒たちに数字を管理

することの大切を伝えていくことは、教員の大きな使命の一つのように感じられた。

Ⅱ 学校教育での活用について

以下は、研修先等における研修成果の中から一つ取り上げ、学校教育での活用について具体的に記述

したものである。

１ 主題（副題）

商業教育における情報活用能力を育成するための指導の在り方への提言

－通信業での体験を通して－

２ 主題設定の理由

雇用の悪化に伴う高校卒業予定者の就職内定率は低下の一途を辿っており、そうした状況下において

は生徒が希望した就職先へと進路を決めることが難しくなってきている。さらに、買い手市場にある現

在の労働力市場では、買い手の欲しがる能力が生徒に身に付いていなければ、職に就くことが難しいと

いう状況がある。また、企業は限られた時間で新入社員研修を施し、高い研修の効果を得ようとしてお

り、基礎的能力のある人材の獲得を目指している。

さらに 「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について 第二次審議経過報告 （中、 」

央教育審議会：平成22年５月17日 では 経済のグローバル化や国際競争の激化 産業構造の変化 技） 、「 、 、

術革新・情報化など、職業人として必要とされる専門的な知識・技能が高度化してきているという社会

的な背景がある。そうした社会的要請に柔軟に対応できる人材や将来にわたって職業人として自らの能

力向上のために学び続けることのできる人材の育成が求められる」と報告されている。

こうした社会的な現状に対応し、生徒一人一人が自らの進路実現を図るためには、生徒を「企業が求

める人材像」にいかに近付けていくかが重要となる。企業で活躍している人材の共通点として、お客様

のニーズを的確に把握するためのコミュニケーション能力やそれらを形にするための情報技術に関する

高度な知識・技術を有していることが挙げられる。そうしたことから、企業で必要とされる知識・能力

をもった人材へと成長していくための基礎・基本となるものを身に付けさせるための教育を展開してい

く必要性がある。商業高校において育成するべき能力を明確にして、教育していくことにより企業が必

要とする人材像に近づくことが可能になると考える。

また 文部科学省が行っている学校教育の情報化に関する懇談会 教育の情報化ビジョン 骨子 平、 「 （ ）」（

成22年８月26日 では 情報活用能力をはぐくむことは 必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処） 、「 、

理・創造し、発信・伝達できる能力等をはぐくむことである。また、基礎的・基本的な知識・技能の確

実な定着とともに 知識・技能を活用して行う言語活動の基盤となるものであり 生きる力 に資する、 、『 』

ものである とされており 情報活用能力 が21世紀を生きる子どもたちにとって欠かすことのできな」 、「 」

い能力であることが示されている そこでは 情報活用能力 として具体的に①情報活用の実践力②情。 、「 」

報の科学的な理解③情報社会に参画する態度の三つの観点を挙げている。

今回の研修を通して、企業で求められる「情報活用能力」とはどのようなものなのかを明確にする。

そして把握できたことを、授業の中で育成していくことにより、より実社会のニーズに即した教育が可

能になると考える。さらに、企業が求める人材と学校において育成しようとしている人材との間に隔た

りがあるのかどうかを企業側から見直し、商業高校において「情報活用能力」をはぐくむための教育が

どうあるべきかを考えていきたい。情報技術の進展は日進月歩以上の速度で進んでおり、そうした変化
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に取り残されることなく常に最前線で活躍するためには、新しい技術や知識を自ら率先して身に付けよ

うとする姿勢が重要であることを授業を通して伝えていく。

自分の今までの授業を振り返ると、資格取得を中心とした授業が多くなってしまっている。資格を取

得する上では必要ないが、企業で必要とされる知識は多くある。例えば、表計算ソフトでは関数の使用

方法を重点的に指導しているが、企業ではいかに見やすく提示するかが優先される。今までの指導で疎

かにしてきた部分が、企業ではもっとも大切にされる部分である。資格取得指導を施す中にも、企業で

の実務をふまえて指導していくことでより実践的な授業が行えるようになる。それが「情報活用能力」

の育成につながると考える。

３ 活用のねらい

この研修を通して自ら経験したことに基づき、企業で求められる情報活用能力を身に付けさせるため

に授業方法の見直しを図り、今学んでいることが企業ではどのような場面でどのように活用できるのか

など、授業内容に対して実践的な工夫を加え、生徒が具体的な活用場面をイメージできるような授業を

展開する。

４ 活用の内容

(1) 基本的な考え方

① 情報社会の変化に対応できる能力の育成

情報技術は日々進化し続け、最近ではクラウドコンピューティング（インターネット上のサーバに

あるデータやアプリケーションソフトを利用して目的の処理を行うコンピュータの利用形態）に代表

される新たな概念やそれを形にする技術が次々と生み出されている。そうした流れに取り残されるこ

とのないように、新たな知識・技術を積極的に吸収していく姿勢が求められる。

そうしたことをふまえた上で、今回の研修で気付いた企業で求められる知識・技術に関する指導を

行うことにより 情報活用能力 を身に付けさせる 生徒たちが卒業した後に企業での業務に応じて、「 」 。

求められる応用的知識・技術を修得する際の基礎を築く。

② 卒業後さらに高度な知識・技能を身に付け、将来のスペシャリストとして活躍できる人材の育成

企業においては、学校教育で学んだことをそのまま生かすことは難しい。ビジネス社会で活躍する

ためには、学校教育で学んできたことを各業務に適した形に応用したり、それらを生かして新しい概

念や技術を創出したりすることができなければならない。そのためには、基礎・基本をしっかりと生

徒に身に付けさせなければならない。学校教育においては、将来における汎用性を見通したしっかり

とした基盤作りが大切となる。

企業では、あらゆる業種において情報に関わる知識・技術が当然のように求められる。そうした状

況下において、まずは業務を効率よく処理できるだけの最低限の知識・技術をもっていなければなら

ない。その上で、スペシャリストとしての力量を高めていかなければならない。そこで求められるの

は、学校で学んだことをベースとして、その上に高度で最先端の知識・技術を積み重ねていくことで

ある。進化を繰り返す情報社会において、常に新たな知識・技術を吸収して自らの能力を高めていく

ことで、スペシャリストとして活躍できるものである。そうした将来のスペシャリストとなり得る人

材を育成するために、まず商業高校では、応用的な知識・技術を身に付けるために必要な基礎となる

部分をしっかり身に付けておくことが重要である。

③ 情報活用能力の育成

企業で求められる情報活用能力を図で表すと次項図７のようになる。

○ テクニカル系スキル 「技術力」

・業務を遂行するために必要となる情報機器操作能力やプログラミング能力。

・進歩していく技術を吸収し業務で生かすことのできる能力。

○ コンセプチュアル系スキル 「仕事力」

・複数のプロジェクトのスケジュール管理を行う能力。
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・分かりやすく簡潔な書類を作成する能力。

・短時間で要点のまとまった報告を行う能力。

○ ヒューマン系スキル 「人間力」

・組織内でのやりとりを円滑にしたり、お客様

とよい関係を築き、しっかりと要求をつかん

だりするためのコミュニケーション能力。

・お客様の要求を的確に把握し、錯誤のないよ

うに判断し形にするための能力。

以上のような企業で求められる「情報活用能力」を

身に付けさせるために、授業では実務を意識させるこ

とに配慮する。具体的には、指導する内容を企業での

業務に近い形に工夫したり、授業の折に触れて企業で

図７ 企業で求められる情報活用能力の実践例を話したりする。

(2) 計画と方法

① 指導計画

各学年を通して情報技

術に関わる最先端の知識

を身に付けることができ

るように、雑誌、新聞、

インターネット等を活用

する。

１年次の授業では、ま

ずは基礎的な情報処理技

術及び基礎的な知識を身

に付けさせる。実践力を

高めさせるためには、基

本的なことを身に付けさ

せておく必要があるから

である。１年次の授業で

「 」は 情報関連知識の定着

を指導目標とする。

、２年次前半の授業では

１年次に学習したことを

定着させ、知識・情報処

理技術ともに理解を深め

させていく。指導目標は

図８ ３年間を見通した指導計画「情報処理技術の定着」

。 、とする ２年次後半では

それまでに身に付けてきた内容を活用し、主体的に情報を処理、加工、編集する能力を身に付けさせ

る。また、その処理した結果を分かりやすい形で報告するための文書作成能力を身に付けさせる。２

年次後半の授業では「情報処理能力の定着」を指導目標とする。

３年次の授業では 「総合的表現力の定着」を指導目標とする。２年次に定着させた基礎・基本の、

上に、応用的情報処理技術を身に付けさせ、技術を深めていくのと同時に幅を広げていく。最終的に

、 、 、 。は自ら情報を収集し 加工・処理し レポートにまとめ プレゼンテーションができることを目指す

プレゼンテーション前後にはグループディスカッションを行わせ、プレゼンの打ち合わせからプレゼ

ン後の反省まで取り組ませる。
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各学年を通して、授業を展開する上で注意しなければならないのが、企業での活用場面を意識させ

ることである。授業内容に対して、企業での活用事例を取り上げて説明していくことを心がけて授業

を行う。授業内容と企業における業務での活用方法を結び付けることにより、生徒は授業に対してよ

り意欲的に取り組むことができるのではないかと考える。

そこで、図にまとめたものが前項図８で

ある。図８に示した指導計画に基づき、在

学中の３年間を通じて情報活用能力を身に

付けさせる。それにより、企業で活躍でき

る人材の育成につながると考える。企業で

の具体的な業務の流れ（営業業務の大まか

な流れ）と求められるスキルの関係性を表

す一例としてまとめたものが図９である。

図９ 業務フローと求められるスキル３年間を見通した指導計画（図８）を実現

していくことにより、企業で求められるス

キル（図９）の基礎・基本となる情報活用能力を商業高校で身に付けさせることができる。

② 実践構想

目指す
観点別分類 授業科目 ねらい 指導上の留意点

能 力

情 テクニカル系スキル ビジネス基礎 情報・通信等に興味・関 変化の激 しい 情報社会に対

報 （情報の科学的理解） 心を抱かせ、積極的に自 応できる よう 、教科書に即

活 ら学ぼうとする姿勢を育 した内容 だけ を取り扱うの

用 てる。 ではなく 、リ アルタイムな

能 情 報 活 用 の 基 礎 と な る 情 これから様々な技術・知 情報を提 供す る雑誌や新聞

力 報 手 段 の 特 性 の 理 解 と 、 識を習得する上で必要と 等を活用 しな がら最新の知

情 報 を 適 切 に 扱 っ た り 、 なる基礎的な情報関連知 識を提供する。

自 ら の 情 報 活 用 を 評 価 ・ 識を身に付けさせる。

改 善 す る た め の 基 礎 的 な 情報処理 情報活用の基礎となる情 企業では 自ら の判断で処理

理論や方法の理解 報手段の特性を理解させ 方法を選 択し 、手順をたて

る。 て処理を 行う ことが求めら

アプリケーションソフト れること から 、その判断が

の基本的な操作方法を身 できるよ うに 情報手段に関

に付け、情報を処理する わる基礎 的な 理論を理解さ

ということの意味を理解 せるようにする。

させる。

プログラミング 処理したい内容に合わせ 理論に裏 打ち されてこそ実

て適切な処理方法を選択 践が存在 でき ることを生徒

できる力を身に付けさせ に認識さ せ、 基礎的・基本

る。 的な知識 習得 に取り組ませ

情報を適切に扱うための る。

基礎的な理論や方法を理

解させる。

コンセプチュアル系 ビジネス情報 処 理 す べ き 課 題 に 対 し 基礎的・ 基本 的な情報処理

スキル て、適切な形で結果を出 技術を定 着さ せるために、

(情報活用の実践力） すためのアプリケーショ つまずき をさ せないよう段

ン活用技術を高める。 階を細か く区 切って指導す

自ら課題を発見し、それ る。

課 題 や 目 的 に 応 じ て 情 報 を処理するために必要な

手 段 を 適 切 に 活 用 す る こ 情報を収集し、有用な形 情報処理 能力 を定着させる

と を 含 め て 、 必 要 な 情 報 に処理・加工・編集する にあたり 、よ り実社会に即

を 主 体 的 に 収 集 ・ 判 断 ・ という一連の活動を経験 した課題を与える。

表 現 ・ 処 理 ・ 編 集 ・ 創 造 させ、ビジネス社会に生

し 、 受 け 手 の 状 況 な ど を きる者としての主体性を 新聞・雑 誌等 から自らが身

踏 ま え て 発 信 ・ 伝 達 で き 養う。 に付けた 技術 を活用して処

る能力 ビジネス実務 処理して出された結果を 理できそ うな 課題を見つけ

分かりやすく報告するた させるな ど、 課題を与える

めの文書作成技術等を身 ことから の離 脱を意識し進

に付けさせる。 めていく。

課題や目的に応じて情報

手段を適切に選択し、活

用できる力を育てる。
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目指す
観点別分類 授業科目 ねらい 指導上の留意点

能 力

情 ヒューマン系スキル 課題研究 自ら目的意識をもたせ、 相手に情 報を 伝えるための

報 （情報社会に参画する 課題を発見させ、身に付 手段を主 体的 かつ適切に選

活 態度） けた情報処理能力を活用 択し活用 でき るよう、様々

用 して目的達成をさせる。 な伝達方 法が あることを理

能 商品開発 プレゼンテーションに取 解させる。

力 社 会 生 活 の 中 で 情 報 や 情 り組ませることにより、

報 技 術 が 果 た し て い る 役 物怖じせずに情報を発信 グループ ディ スカッション

割 、 及 ぼ し て い る 影 響 な できる力を身に付けさせ ではそれ ぞれ の個性を生か

ど を 理 解 し 、 情 報 モ ラ ル る。 しながら 、組 織として動い

の 必 要 性 や 情 報 に 対 す る グループディスカッショ ていることを意識させる。

責 任 に つ い て 考 え 、 望 ま ンをする中で、役割分担

し い 情 報 社 会 の 創 造 に 参 し仲間と協力・連携して プレゼン テー ションに関し

画しようとする態度 チームで課題解決を行う て、常に 情報 の受け手がお

方法を身に付けさせる。 客様（お 取引 先様）である

総合実践 課題解決の結果や自らの ことを意識させる。

考えを自らの言葉で、情

報の受け手に分かりやす 一般企業 の方 から指導して

く伝えるための手段を身 いただく など 、できるだけ

に付けさせる。 外部の人 たち と連携し触れ

ビジネス情報管理 情報通信ネットワークの 合える機会を多く設ける。

仕組みを理解させること

により、情報社会の成り ネットワ ーク の指導にあた

立ちに気付かせる。 っては、 実践 的・体験的学

習を展開する。

③ 評価の方法

従来は 授業プリントの中に授業に対する評価等をアンケート形式で記入させていた 今後は 実、 。 、「

務での活用方法を感じることができたか」や「今回学習した内容についてさらに自ら学習したいと思

ったか」などの質問項目を追加し、授業内容や授業方法に対して生徒が企業での活用方法を身近に感

じられているかどうかを調査する。その結果をその後の授業改善へとフィードバックしていきたい。

５ まとめ

企業では、業務において日々生じる様々な情報を適切に処理し、有用な形で表現できる力が求められ

る。企業で活躍するために求められる実践力の基礎を商業高校ではしっかりと築き上げなければならな

いと感じた。実際に企業の中に身を置き、日々の業務を行うと「情報活用能力」の大切さに気付かされ

た。さらに、平成25年度から実施される高等学校学習指導要領解説（商業編）では、改善の具体的事項

の一つとして 将来のスペシャリストの育成に必要な専門性の基礎・基本を一層重視し 専門分野に関、「 、

する基礎的・基本的な知識、技術及び技能の定着を図るとともに、ものづくりなどの体験的学習を通し

て実践力を育成する」と表現されている。そうしたことを受け、今回の研修で学んだことを学校で活用

するための授業実践構想を立案した。

具体的には、次のような視点で構想した。①生徒が企業での活用場面をイメージできるような授業に

すること。②指導内容に対してリアルタイムな情報を追加して授業を行うこと。③実践的・体験的な活

動を取り入れた授業にすること。

理論と実際の企業で経験した実践的内容を融合させながら授業を展開することにより 「情報活用能、

力」は身に付けられていくものであると考える。将来、スペシャリストとして活躍できる生徒を育てら

れるよう、今回の研修成果を来年度以降の授業で還元していきたい。
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